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2025年９月

第１回検討会の振り返り及び対応方針について

資 料 １
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【第１回】

・農山漁村のコミュニ
ティ維持、関係人口
創出に参入する理由と
課題（企業が享受する
メリット）

・社内合意形成の推進
と承認プロセス

フェーズ 都市企業等が参入する上で必要な要素

企画段階

・参入の目的（短期～長期視点）
（既存事業への貢献、収益基盤強化、新規事業、ESG推進、地域経済活性化）

・具体的な課題解決方法、支援方法の検討
・関係者とマッチング

実施段階

１．生産現場による受入れに直接的に係るもの
受入側メリットの把握、農作業の工程分離、現場と企業の橋渡
し（中間支援組織、自治体）必要な道具整備（自治体、生産者）等

２．それ以外
全体コーディネート機能（中間支援組織）、マッチングプラットフ
ォームの提供（中間支援組織）、コミュニケーションの場づくり
（自治体、中間支援組織）

総
論
、
と
り
ま
と
め

手
引
き
作
成
開
始

【第２回】

・地域との連携につい
て（受入地域が享受す
るメリット、円滑な企業
参入に向けて、受入
側・企業側が対応すべ
きこと）

【第３回】

・継続的な取組として
いくための仕組みづく
り（ビジネスモデルの
確立に向けたポイント、
中間支援組織や
自治体との連携を続け
る上での留意点）

・初訪後、再訪を促し
関係人口化していくた
めの課題、必要な施策

【第４回】

・国による、企業に
対するインセンティブ
の設計（どのような
要素が企業にとってイ
ンセンティブになり得
るか、国が優良事例
実績を認定・証明する
制度の設計に関する
議論）

【第５回】

・総論、とりまとめ

全４回の検討内容を
踏まえ、総論をとりま
とめる。また、成果物
の作成に向け、方向性
について委員・事務局
間で擦り合わせを行う。

モデルA モデルB

モデルC モデルD

ロジックモデルによる可視化

モデルE モデルF

中
間
と
り
ま
と
め

普
遍
化
に
向
け
た
論
点
の
整
理

（事務局）

インパクトの可視化と測定

※第４回以降については、証明書検討会の進捗状況を鑑みて、
検討内容を調整することとする。

測定方法の検討

証明書制度との接続

資金拠出・人材派遣企業等のうち、
インパクト創出に大きく貢献しうる
取組を行った者に対して国が評
価・表彰

本検討会における検討事項
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第１回検討会の振り返り
議論テーマ①「農山漁村のコミュニティ維持、関係人口創出に参入する理由と課題」

参入に関する
課題

参入の重要性と
参入理由

• 農山漁村のコミュニティ維持や関係人口創出は、観光・農業等の地域基盤の存
続に直結し、企業の事業の存続にとっても重要な課題である。

• 人口減少に伴い国内市場は縮小せざるを得ないことから、地域活性化の取組

は企業の事業に対する需要確保やブランド価値向上につながる。

• 農業への関与・貢献や地域との交流事業は、CSR・CSVの観点にとどまらず、
健康経営・人材育成・原料調達リスクの低減等経営戦略上の意義を持つ。

• 経営層が意思決定できるよう、社会的意義や中長期的な事業効果等、参画
メリットの明確化が必要である。

• 成功事例の再現が難しいこと、短期的な収益化が困難であること、専門人材
が不足していることといった課題が存在する。

• 売上が見込めるようになると、社内の関心として、収益性の追求へ重点が移り、

当初の地域貢献要素が希薄化し、両立が困難となるケースがある。

• 社内承認取得においては、収益性の確保に加え、社員の体験価値や地域との
関係性構築、企業プレゼンス向上といった非財務的価値を含む評価軸の整備
が必要となる。

○ 農山漁村のコミュニティ維持や関係人口の創出等につながる取組は、地域基盤の存続に直

結し、企業にとっても需要確保やブランド価値向上、健康経営や人材育成といった観点から

取り組む理由・インセンティブとなり得る。

○ 一方で、取り組むメリットの明確化や社員の体験価値や地域との関係性構築、企業プレゼンス

向上といった非財務的価値を含む評価軸未整備の課題がある。
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第１回検討会の振り返り
議論テーマ②「社内合意形成の推進と承認プロセス」

• 複数の企業を巻き込んで取組を進めることで、取組の効果や持続可能性を向

上させるとともに、取組を行う企業のエンゲージメントを高めることも可能。

• 地域貢献事業を企業が掲げるビジョンやミッション、サステナビリティ経営と

結び付け、経営層が強い意思を持って社内構造から変革し、実行に移す姿勢

があると大きなバックアップになる。

• 財務的価値だけでなく、ブランド価値や地域との関係性といった非財務的価

値を総合的に評価することで、社内決裁が得られやすくなる。

• CSR部門ではなく営業/マーケティング部門が主導し、ブランド価値を高めつ

つ顧客価値に直結させた提案は、承認の大きな推進力となる。

• 「大義」「手段」「リスク管理」の三要素を整理し、説得力のあるストーリーを作

ることが承認の決め手となりうる。

• 社内のみで承認を得ることが難しい場合、協業先を決裁の場に招き、事業価

値について外部の視点からコメントをもらうことが承認を後押しする有効な

手段となる。

○ 農山漁村への企業参画を進めるには、収益性に加えブランド価値や地域との関係性構築等

多面的な評価軸を用い、会社のマテリアリティとの整合、経営層の意思決定と社員への

インセンティブ設計によって、社内承認と事業に対する社内理解を得ることが重要である。

○ 一方で、自治体との連携では自治体との課題認識などの共有や特定の自治体と取り組むこと

についての公平性等に関する課題がある。

社内承認獲得に
向けた工夫と
評価軸の多様化
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第１回検討会の振り返り
議論テーマ②「社内合意形成の推進と承認プロセス」

• 地域側において、企業と認識を合わせるための課題整理や、企業の立場も

踏まえた歩み寄りが必要。

• 特定の地方自治体への継続的支援は、「なぜその自治体を選んだのか」の

説明が困難である場合、公平性の観点から承認を得ることが困難となるこ

とが多い。

• 自治体への企業版ふるさと納税は、域外企業が事業を実施することで資金

が地域に還元されない懸念があるため、地元人材の優先活用モデルの併

用が望ましい。

地方自治体との
連携における
注意点・課題

○ 農山漁村への企業参画を進めるには、収益性に加えブランド価値や地域との関係性構築等

多面的な評価軸を用い、会社のマテリアリティとの整合、経営層の意思決定と社員への

インセンティブ設計によって、社内承認と事業に対する社内理解を得ることが重要である。

○ 一方で、自治体との連携では自治体との課題認識などの共有や特定の自治体と取り組むこと

についての公平性等に関する課題がある。
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第１回検討会を受けての対応方針

1. 参入課題として、非財務的価値等、社内に多様な評価軸がないこと
が多くの企業から挙げられた。手引きの作成においては今後取り組
もうとする企業の参考となるよう、多様な評価軸やそれらの意義、企
業の取組を一過性のもので終わらせず、定着させるための方策につ
いて整理していきたい。また、各社の具体的な取組内容については、
別途作成する質問票にて回答いただき、事務局としてそうした具体
的な事例を参照していくこととしたい。

2. 企業における参入理由とその課題については確認できたものの、
一方の地域における視点は未確認となっている。第2回検討会では、
受入地域が享受するメリット、円滑な企業参入に向けて受入側と
企業側が対応すべきことを議論していきたい。
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再掲：農山漁村に対する企業側の視点
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